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要  望  書 
 

東京電力福島第一原子力発電所の事故により放出された放射性物質によ

り、印旛郡市７市２町においても大気中及び地表面から高い数値の放射線

量が検出されています。 

これらによる健康や生活環境への影響についての住民不安の高まりを受

け、印旛郡市７市２町では住民の健康と安全・安心な生活環境を確保する

ため、千葉県に対して放射線モニタリングポストの増設やきめ細かな測定

値の早急な公表等を求めるとともに、独自に放射線量の測定を行ってまい

りました。 

しかしながら、住民からはより身近な場所での測定を求める声が数多く

寄せられております。また、国の示した除染に関する緊急実施基本方針に

より、今後の測定作業は膨大となることが予想されます。住民の不安を解

消するために、東京電力自らも、その責任において誠実に対応することを

求めます。 

また、本年８月５日付けで公表された原子力損害の範囲の判定等に関す

る中間指針に基づき、東京電力では８月３０日付けで補償基準を示されま

したが、地方公共団体への補償については継続的に検討するとし、補償基

準は示されませんでした。 

そこで、印旛郡市７市２町は、住民の安全・安心を確保するとともに、

地方公共団体に対する補償基準の早急な策定と適切な補償を求め、下記の

事項について要望します。 

記 

１．身の回りの放射線量に対する住民の不安を解消するため、各市町の行

う放射線量の測定に対し、人的・物的な支援を含めて協力すること。 

２．除染により生じる除去土壌等の仮置場用地として、所有地を提供する

など各市町の除染事業に協力すること。 

３．地方公共団体が負担し、または負担することとなる放射能汚染に起因

する費用について、早急に補償基準を示すとともに適切な補償をする

こと。 

４．補償基準の運用にあたっては、損害を受けた全ての方が十分に納得で

きる補償をするよう誠意を持って行うこと。 
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